
第３０回国土審議会土地政策分科会不動産鑑定評価部会 

平成２４年１２月２７日 

 

 

【大竹地価調査企画調整官】  それでは、先生方そろわれましたので、ただいまから第

３０回国土審議会土地政策分科会不動産鑑定評価部会を開催いたします。お忙しい中ご出

席をいただきまして、大変ありがとうございます。 

 最初に、佐々木土地・建設産業局長よりご挨拶申し上げます。 

【佐々木土地・建設産業局長】  皆さん、こんにちは。ただいまご紹介いただきました

国土交通省の土地・建設産業局長をしております佐々木でございます。本日はほんとうに

年末も押し迫った大変お忙しい中ご出席いただきまして、まことにありがとうございます。

また、皆様方に日ごろからいろいろな形で国土交通行政の推進に大変なご尽力、ご協力を

いただいており、あわせて御礼を申し上げる次第でございます。 

 ご案内のとおり、不動産鑑定評価をめぐりましては、不動産市場の国際化ですとか、あ

るいは民間において多様なニーズが発生していると、こういう時代の状況の変化に対応い

たしまして、今年３年ぶりということでございますけれども不動産鑑定評価部会を開催し、

不動産鑑定評価基準の見直しについて、委員の皆様方にご議論をいただいているところで

ございます。 

 ６月に第２９回部会を開催いたしまして、そこで不動産鑑定評価基準の見直しの方向性

につきましてご承認をいただきましたので、その方向に従いまして具体的な検討を私ども

でさせていただいているところでございます。その検討状況につき、検討の節目ごとに部

会を開催してご報告をさせていただくということとしておりましたので、本日はその報告

をさせていただくということで、皆様にお集まりいただいた次第でございます。皆様から

の忌憚ないご意見をいただきまして、さらに私ども検討を深めていきたいと考えておりま

すので、よろしくお願いしたいと思います。 

 いろいろ時代が動いております。その時代に適応した新しい制度、新しい基準をつくっ

ていくということで、私ども一生懸命取り組んでまいりたいと思いますので、どうかよろ

しくお願いいたします。 

【大竹地価調査企画調整官】  佐々木局長でございますが、急遽の要件により、この後

退席させていただきますので、何とぞご了承いただければと思います。 
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 続きまして委員の異動についてお知らせいたします。これまで専門委員をお願いしてお

りました田島委員は、不動産協会における人事異動に伴いまして、今回より谷澤委員に交

代されております。本日ご出席いただいておりますので、谷澤委員より一言ご挨拶をお願

いできればと思います。 

【谷澤委員】  異動に伴いまして４月から不動産協会の企画委員長になりました谷澤で

ございます。現場のほうにずっとおりまして、こういったところは初めてなんですけれど

も、よろしくお願いいたします。 

【大竹地価調査企画調整官】  どうもありがとうございました。なお、本日のほかの委

員の出席状況ですが、石橋委員、野村委員からご欠席とのご連絡をいただいております。 

 次に、お手元に配付した資料の確認をさせていただきます。 

 上から順に、座席表、委員名簿、配付資料一覧、議事次第。資料が１から３までござい

ます。資料１が「鑑定評価基準等の見直しに関する検討状況」、資料２が「鑑定評価基準等

の見直しに係る中間報告」、資料３が「鑑定評価基準等の見直しに向けた今後の進め方（案）」

でございます。それから、参考資料の１「見直しの方向性」と、参考資料の２「中間報告

に係る補足説明」でございます。 

 以上が本体資料でございまして、それ以外に、委員のお手元に前回の資料をとじ込んだ

ハードファイルと関係法令等をとじ込んだ紙ファイルがございます。資料は以上でござい

ますけれども、もし不備がございましたら、事務方にお申しつけいただきますようお願い

します。よろしいでしょうか。 

 また、お手元に旅費請求に必要な確認資料が置いてあるかと思います。大変恐縮ですが、

必要事項をご記入いただきますようお願いいたします。本日の会議終了後に回収させてい

ただきます。 

 それでは、以降の議事運営につきまして、前川部会長にお願いいたします。 

【前川部会長】  それでは、議事に入りたいと思います。 

 本日の議題は、「不動産鑑定評価基準等の見直しに係る検討状況についての中間報告」で

す。事務局から資料の説明をお願いいたします。 

【大竹地価調査企画調整官】  では、私のほうから、資料の１と２に基づき説明させて

いただきます。まず、資料の１をごらんください。「不動産鑑定評価基準等の見直しに関す

る検討状況」ということで、これまでの経緯でございます。まず、本年３月に第２８回不

動産鑑定評価部会が開催されまして、そのときに不動産市場の国際化、あるいは民間にお
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ける多様なニーズへの対応といった観点から、見直しの方向性の検討を開始したところで

ございます。 

 その後、鑑定評価の実務に携わっている部会の先生方を中心にした検討グループを設け

まして、これは２ページの別紙に名簿がついてございますが、そこでご議論をいただきま

して方向性を出していただき、本年６月の第２９回部会でご承認をいただいたところでご

ざいます。この見直しの方向性については、本日の資料の参考資料１につけてございます。

その後は、より専門性の高い検討を行う必要があるということで、事務局に実務家による

ワーキングチームを設けて検討を進めていただきまして、本日事務局より中間報告をさせ

ていただきます。 

 その中間報告でございますが、資料の２をごらんください。「不動産鑑定評価基準等の見

直しに係る中間報告」ということで、まず、１ページに不動産鑑定評価基準等の見直しの

全体像をお示ししています。前回の部会での議論等を踏まえまして、今般の見直しが社会

経済の大きな流れの中でどのような位置づけにあるのかといった点から、不動産市場の国

際化、多様な評価ニーズへの対応といった切り口で論点を整理させていただいております。 

 まず、不動産市場の国際化への対応でございます。背景としては、海外からの不動産投

資の促進、あるいは日本からの海外投資の活発化、インとアウトの両面で国際化が進展し

ております。また、日本の企業会計基準の国際化、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）への収

れんも進んでおります。こういったことを受け、鑑定評価に関する国際基準であるＩＶＳ

（国際評価基準）、この採用国が増加する一方で、日本の基準はほぼＩＶＳに整合している

ものの、やや厳格な部分がございまして、条件設定・手順等、あるいは価格の種類等の規

定がＩＶＳと相違しているのが課題でございます。こういったことから、方向性としては

資産評価に係る法規制や取引慣行といった日本固有の事情も踏まえつつ、日本の不動産鑑

定評価基準のＩＶＳへの整合性を高める必要があろうということでございまして、見直し

内容として論点Ａ、Ｂ、Ｃ、３つ掲げさせていただいております。論点Ａは、不動産鑑定

評価基準へのスコープ・オブ・ワークの概念の導入ということで、ＩＶＳを踏まえ条件設

定・手法等を少し柔軟にしようということでございます。論点Ｂは、価格の概念のＩＶＳ

との整合性の向上、論点Ｃは、海外投資不動産鑑定評価ガイドラインの見直しということ

でございます。こういった見直しにより、日本の基準のＩＶＳへの整合性が高まり、国内・

海外いずれの依頼者にとっても分かりやすさが向上し、国際的な不動産投資の円滑化に貢

献するといった効果が見込まれるということでございます。 
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 ２つ目の柱は、右側でございます。国内のほうでも民間の多様な評価ニーズへの対応と

いうことで、例えば証券化対象不動産、これがオフィスや共同住宅といった典型的な賃貸

用不動産から、最近ではショッピングセンターやホテルの事業用不動産まで多様化してご

ざいます。また、不動産証券化の進展ですとか、企業会計における不動産の時価評価の導

入によりまして、土地・建物一体での評価に係る実務が蓄積しております。また、中古住

宅等のリテール時のセカンドオピニオンですとか、例えば中古住宅を購入する際のローン

などの際の担保評価への鑑定評価の活用、こういったものも期待されているということで

ございます。課題としましては、そういったものに対する現行の規定が不十分でございま

して、見直し内容としましては、事業用不動産に係る規定の充実ですとか、中古住宅等に

係る消費者の新たな評価ニーズへの対応、建物評価に係る規定の追加・見直しということ

でございます。効果としましては、必要な規定が整備され、より適切な鑑定評価が行われ

るようになることから、鑑定評価の信頼性が向上するということでございます。 

 大きな流れは以上、（１）、（２）のとおりでございます。その他、実務の蓄積を踏まえた

やや技術的な内容としまして、（３）論点Ｇで定期借地権に係る規定の充実、論点Ｈで継続

賃料の評価に係る規定の見直し、論点Ｉで、価格に幅を持たせた収益還元法適用のあり方

の整理、こういったことを掲げさせていただいております。この（１）から（３）の見直

し内容との整合を図りながら、左下にございますけれども、基準やガイドライン等の構成

の検討を今後議論していくということでございます。以上が全体像でございます。 

 次に２ページ目に参ります。２ページ目、左側が前回の６月の部会で承認いただきまし

た見直しの方向性の各論点でございます。それと、右側が今回提示しました論点、Ａから

Ｉまでございますが、その対応関係で、詳細は割愛させていただきますけれども、右側の

グリーンの部分は国際化の部分でございます。青い部分が多様なニーズ、赤の部分がその

他ということで対応しております。 

 それでは、１枚めくっていただきまして、まず不動産市場の国際化への対応でございま

す。４ページでございますが、先ほど説明した内容と重複しますので、説明は省略させて

いただきます。 

 ５ページをごらんください。論点のＡでございます。不動産鑑定評価基準へのスコープ・

オブ・ワークの概念の導入ということでございます。先ほど申し上げたとおり、国際基準

に比べて日本の基準はやや厳格な規定ぶりになってございます。例えば①でございますが、

依頼目的に応じて設定する評価の条件。実現性、合法性、関係当事者及び第三者の利益を
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害するおそれがないか等、こういった３要件が満たされた場合でないと付加できないとい

うことになってございます。また、②でございますが、鑑定評価の基本的事項の確定です

とか、処理計画の策定ですとか、あと鑑定評価方式の適用でございますが、３つの評価手

法、原価法、取引事例比較法、収益還元法、これを併用することが原則となってございま

して、こういう基準の全てに則ることが求められているということでございます。すなわ

ち、鑑定士が手順を尽くして評価を実施するということが原則となってございまして、条

件の設定ですとか、手順の省略等は限定的だということでございます。①や②を充足しな

いものについては、評価の信頼性が確保できるものであっても鑑定評価基準に則った鑑定

評価とできないということで、現行では今そういったものは価格等調査と位置付けている

ところでございます。 

 一方で、世界的に浸透しつつあるＩＶＳでは、スコープ・オブ・ワークということで、

合理的な理由のもとで依頼者と合意して、評価の条件、調査範囲・手法の選択を案件ごと

に決定する、こういったことが認められておりますので、我が国でも一定の条件のもとで

スコープ・オブ・ワークの概念を導入することができないかということでございます。 

 見直しの内容でございますが、現行では基準に則った鑑定評価にできない評価のうち、

一定の条件のもとで評価の信頼性が確保できると考えられるもの、鑑定評価と名乗る以上

一定の品質を保つことが前提でございますので、こういった条件が必要ではございますが、

スコープ・オブ・ワークの概念を導入して、鑑定評価基準に則った鑑定評価として位置づ

けてはどうかということでございます。 

 その例として４つ下に書いてございますけれども、１つ目は土壌汚染等でございます。

現行基準では土壌汚染リスクを含む全ての価格形成要因を明確化するということが原則と

なってございますが、それが鑑定士の調査能力上十分カバーできない、あるいは過大な負

担という声もございますので、そういったものについて依頼者との合意の上調査範囲を限

定するべきではないかというのが１つございます。 

 ２つ目と３つ目でございますが、これは３手法併用についての合理化でございます。同

一の不動産を継続的に評価する場合、これは例えば証券化不動産の半年ごとの再評価のよ

うな場合、取得時の評価はもちろんフルスペックで行うとしても、再評価につきましては

合理化、例えば収益還元法のみといったことが許容できないかとかといったことでござい

ます。あるいは、３点目でございますけれども、中古住宅について、例外規定はありませ

んので、原則として３つの評価手法を併用しなければならないことに現行ではなっている
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のですが、個人の評価依頼等を念頭に置きますと、迅速かつ合理的に行うために合理化で

きないかと。これは後ろの論点Ｅにもまた出てまいります。 

 あと４点目にございますが、未竣工建物、これは現行基準では適用対象外となっており

ますが、証券化等に伴う評価ニーズが増えてきていますので、建物が竣工することを想定

した評価等ということで行うことができないかということでございます。これらの４つの

例の考え方が妥当かどうかですとか、あるいはこの４つ以外にもこういったものがあると

いったご指摘等ございましたら、ご議論いただければと思います。 

 １枚おめくりいただきまして、６ページの論点Ｂでございます。価格の概念とＩＶＳと

の整合性の向上。表のほう、まず現行の日本の基準の価格の概念でございます。上３つの

正常価格、限定価格、特定価格、これは市場性を有するものでございます。一番下の特殊

価格は市場性を有しないものでございます。 

 正常価格というのが、いわゆる一般的な全く自由な市場で行われる取引の市場価値を表

す価格ということでございます。限定価格については、市場性を有するものですが、例え

ば借地権者が底地を併合する場合、あるいは隣の不動産を併合する場合、こういう市場が

相対的に限定される場合、これを限定価格と言っております。特定価格について、これも

市場性を有するものでございますが、法令等による社会的要請を背景とするということで、

投信法による不動産証券化ですとか、民事再生法に基づく早期売却を前提としたもの、会

社更生法に基づいて事業の継続を前提とした価格を求める、こういった場合が特定価格に

なるということでございます。 

 現行では基準に則らない評価の条件を設定した場合ですとか、手順を省略した場合に、

たとえ正常価格の概念を満たすものであっても、正常価格として表示できずに調査価格等

と表示している実態がございます。また、特定価格を求める評価においても、先ほどの（１）

でございますが、現状が最有効使用である証券化対象不動産の評価の場合等、こういった

場合については正常価格と同じ評価になる場合がほぼ全てでございますが、その場合でも

特定価格と表示することになってございまして、海外投資家からわかりにくいといった声

も上がっております。 

 一方で、ＩＶＳでは価格の定義と条件設定・手順等の考え方を、別のものとして位置づ

けてございますので、そういったＩＶＳの概念との整合性を高めるということで、見直し

内容としましては、正常価格の概念の再整理ということで、例えば証券化対象不動産の評

価等の特定価格を求める評価について、今後正常価格として表示できないかとか、先ほど

 -6-



の論点Ａにも出てきましたが、一定の条件のもとで評価の信頼性が確保できると考えられ

るものは今後正常価格として表示すべきではないかということでございます。 

 続きまして７ページの論点Ｂ－２でございます。先ほどの特定価格についてのその他の

課題でございます。現在、法令等による社会的要請ということで３つの例を列挙してござ

いますが、実質的にはこの３つ以外では特定価格として出せないということで捉えられて

運用されているということでございます。これにつきましてもＩＶＳの概念との整合性を

高めるということで、見直し内容でございますが、特定価格として求められる範囲を拡大

すると。法令等による社会的要請について柔軟化し、法律ではなくて、例えば公的団体等

が定める基準・指針に基づいて早期売却を前提とした価格、最有効使用ではない現況の利

用を継続することを所与とした価格、こういったものも特定価格として求められるように

できないかということでございます。 

 続きまして、８ページの論点Ｃでございます。こちらは、基準の本体ではなくて、海外

投資不動産鑑定評価ガイドラインという、平成２０年に制定されたもので、Ｊ－ＲＥＩＴ

等に組み入れる海外の不動産などについて、不動産鑑定士による鑑定評価の標準的手法を

示したものでございます。 

 これにつきまして、現行では不動産鑑定士制度を有する国・地域ということで、アメリ

カですとか、イギリスですとか、８カ国例示をしてございますが、ＩＶＳ採用国の増加で

すとか、Ｊ－ＲＥＩＴによる海外不動産の取得促進といったいろいろな情勢の変化を踏ま

えまして、この例示国の追加をできないかといった議論を、これは別のワーキングチーム

で検討をしているところでございます。 

 続きまして、（２）の２番目の柱でございますが、多様な評価ニーズへの対応でございま

す。こちらも１０ページが先ほどの説明と重複しますので、１１ページをごらんください。

論点のＤでございますけれども、事業用不動産に係る規定の充実ということでございます。

証券化対象不動産、従来はオフィスですとか共同住宅といった典型的な収益用物件が中心

でございましたが、近年ではショッピングセンターやホテル、あるいは最近、病院、老人

ホーム等のいわゆるヘルスケアＲＥＩＴとして注目されてございますが、事業用不動産に

も対象が拡大してございます。 

 その事業用不動産の特徴ですが、オフィスや共同住宅に比べまして、何しろオペレーシ

ョンの良し悪しで収益性が変わってきますので、物件ごとに収益性のばらつきが大きいと

いうことですとか、賃貸市場も成熟していないということで、適正な賃料水準を把握する
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ことが難しいということで、事業採算性の検証や、それを踏まえた市場性の検討が不可欠

でございます。一方で、現行の基準における事業用不動産の規定でございますが、事業の

現況及び将来の動向をどのように見通すかによって鑑定評価額が大きく左右されるので慎

重に検討する必要があるものの、現行の基準では規定が不十分といった指摘がございます。 

 これを受けまして、見直し内容としましては、事業用不動産に係る評価の考え方や評価

手法の適用方法を整理・充実するということで、例えば定義の明確化、あるいは事業の価

値と不動産の価値の峻別の考え方の整理、事業の現状及び将来の動向についての判断の留

意点の整理、事業用不動産に係る収益還元法の適用方法や留意点等の整理、事業用不動産

に係る賃料の算定方法の充実、こういったことを掲げてございます。 

 続きまして、１２ページの論点Ｅでございます。中古住宅の関係でございます。これに

つきまして、お手元の参考資料の２に補足資料というのがございます。その９ページをご

覧いただければと思いますけれども、９ページに国交省の不動産流通市場活性化フォーラ

ムで、中古住宅を買われた方が不動産の売買に際して受けたいサービスということで、不

動産鑑定評価が挙げられております。住宅性能評価ですとか、ホームインスペクション、

あるいは税務相談、そういったものの次に不動産鑑定評価ということでニーズがあるとい

うことでございます。また、不動産鑑定評価を公正・中立的な第三者的立場からセカンド

オピニオンとして不動産取引を活用することがこのフォーラムでも言及されてございます。

そういった背景を受けまして、資料２の１２ページに戻っていただきますけれども、宅建

業者ですとか、リフォーム・インスペクション等の専門家とともに不動産鑑定業者も参加

いたしまして、消費者にワンストップでサービスを提供するモデル事業をやってございま

す。 

 また、一方で日本における中古住宅等の評価でございますが、なかなか消費者等のニー

ズに対応していないと。リテール、相続等で個人が評価料を払って気軽に鑑定評価を依頼

できるという状況には、なかなかなっていないという状況でございます。こういった点を

踏まえまして、先ほどのモデル事業での検討状況も注視しつつ、鑑定評価基準の対応が必

要な事項を検討するですとか、また、評価の信頼性を確保しつつ、対象不動産の特性に応

じた合理的な評価、ニーズにも対応可能な評価の方法の導入を検討するということです。 

 例えば先ほども例がございましたけれども、土壌汚染リスク等について、マンションの

一住戸でもやる必要があるのかといったこともございます。また、対象不動産の特性や市

場参加者の購入行動に即した評価手法ということで、３手法全てではなくて、例えば一般
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的な戸建てでは原価法、マンションでは取引事例比較法の適用も許容してはどうかという

ことを検討中でございます。 

 続きまして、１３ページの論点Ｆでございます。建物評価に係る規定の追加・見直しで

す。やや技術的な修正でございますけれども、１点目は、建物に係る価格形成要因の充実

ということで、現行の基準は更地としての土地の評価が中心でございまして、建物の価格

形成要因についてはあまり詳細に規定してございません。一方で、建物は用途に応じて留

意するべき点が異なるということで、例えば住宅ですと間取りが重要ですとか、一方で商

業施設ですと顧客動線ですとか駐車場施設、そういった留意すべき点が異なるということ

でございまして、建物の用途等に応じた価格形成要因について整理していくべきではない

かということでございます。 

 ２点目は、土地・建物一体の複合不動産に係る原価法の精緻化ということでございます。

市場性の反映方法等の整理でございますが、例えば減価修正に当たっての若干実務上の混

乱等があったりするという声もございますので、整理、追加・見直しを検討するというこ

とでございます。 

 ３点目ですが、複合不動産の評価における建物の部分鑑定評価の課題でございまして、

企業会計とか税務目的の鑑定評価では、例えば減価償却の計算ですとか、建物の消費税の

計算、そういった部分で部分鑑定評価、建物の内訳価格を求める評価のニーズが増えてお

ります。そういったものについて考え方を整理して、追加・見直しを検討するということ

でございます。 

 続きまして、１５ページでございますが、その他の論点として３つ掲げさせていただい

ております。論点Ｇは定期借地権でございます。平成４年の定期借地権制度の創設から約

２０年が経過しまして、事業用定期借地権で２０年で再契約の事例など対象物件が増えて

いるといった点を踏まえまして、定期借地権の評価の際に留意すべき事項を必要な規定を

整理するということで、これも別のワーキングチームで現在検討をしていただいておりま

す。 

 論点Ｈでございますが、継続賃料――これは不動産の賃貸借の例えば更新のときなどの

継続の場合の賃料でございますが、これも同一の不動産に係る評価においても評価額に乖

離が生じる場合があるといったことで、別のワーキングチームで検討をしていただいてお

ります。 

 論点Ｉは、幅を持たせた収益還元法の適用のあり方でございます。これは、どちらかと
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いいますとコンサルタント、あるいはアドバイザーといった性格が強いかもしれませんけ

れども、依頼者のニーズに応じて鑑定評価書における試算価格としての収益価格を一定の

幅で示すということを許容してはどうかということを検討することでございます。鑑定評

価額、最終的なものは１つかもしれませんけれども、その算定プロセスについ説明責任を

高めるために試算価格を幅で示す等々が考えられるかと思います。 

 続きまして、最後、補足でございますけれども、今後の検討に当たって留意する事項を

１７ページにまとめさせていただいております。本日の議論を踏まえ、例えば条件設定や

手法の適用の合理化を許容する範囲――先ほどの論点Ａでございますが、事業用不動産の

評価の方法――これは論点Ｄでございますが、そういった各論点の具体的な事項について

検討を進めるに当たっては、特に証券化対象不動産、企業会計、現物出資の評価のように、

評価の結果が一般投資家や債権者等の第三者に影響を及ぼす場合があることを踏まえて、

鑑定評価の信頼性の確保に十分配慮する必要があるということでございます。 

 また、鑑定評価基準の実効性を担保して信頼性の維持・向上のために、不動産鑑定士の

団体による実務レベルの指針等の整備、研修体制の充実等に加えて、国による継続的な鑑

定評価モニタリングの実施、鑑定評価に係る実施状況の検証が重要であるということで記

載させていただいております。 

 中間報告の内容につきましては以上でございます。 

【前川部会長】  ありがとうございました。それでは、事務局のワーキングチームの座

長の熊倉委員のほうから何かつけ加えることがあれば、お願いいたします。 

【熊倉部会長代理】  ワーキングチームの座長を務めさせていただきました熊倉でござ

います。ワーキングチームでの検討、今まで７回やらせていただきまして、海外の状況を

じっくりいろいろヒアリングしましたし、議論を重ねてまとめさせていただいております。

現時点での中間報告という形では、今事務局の方からご説明をいただいたとおりでござい

ます。これからさらにどのレベルでいいのか、大きく舵を切るのか、あるいは現実的な信

頼性を確保するやり方について一定の歯どめを置いてやるのか、それから、その場合のレ

ベル感をどうするかというようなところが、これからの大きな課題かなとは思っておりま

す。 

 ただ、そういう意味で今日、皆様が、特に鑑定評価を頼む側の皆様方がどんな形でこれ

に期待をしているのか、あるいはどういうところに注文があるのかということをお伺いし

ながら、さらに検討を深める形で進めていきたいというふうに思っております。よろしく
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お願いいたします。 

【前川部会長】  どうもありがとうございました。本日は一応中間報告というような段

階ではありますけれども、今事務局のほうから論点Ａから論点Ｉまで、９つの論点が出さ

れました。これについて、質問、ご意見をお聞きしたいと思います。どの論点でもいいで

すので、質問、ご意見、お願いいたします。 

 では、赤井委員。 

【赤井委員】  意見の前に、質問で少し補足して教えていただきたい点があります。こ

の資料の１２ページの中古住宅に係る評価ニーズへの対応というところで、これは非常に

重要な論点だと私は思うんですが、住宅流通に係る複数の事業者が連携し、ワンストップ

でサービスを提供するモデル事業があって、それを参考にすると。そこの説明をもう少し、

どういうモデル事業をされていらして、どんなものが出てきているのか。この議論に入る

前の補足で教えていただければなと思うんですが。 

【前川部会長】  では、事務局でモデル事業のことについてよろしくお願いいたします。 

【高橋鑑定評価指導室長】  事務局から説明させていただきます。今、こちらの１２ペ

ージのご指摘がございましたけれども、端的には中古住宅の売買に当たりまして、仲介業

者と、それからインスペクション業者、あるいは土壌汚染を調査するグリーンテストを行

うような業者等々も参画しております。それに加えて、鑑定評価業者も参画した上で、こ

の中古住宅をお求めになる方に、ネット上で、ワンストップによる情報提供等のサービス

を提供するといったようなモデル事業でございまして、幾つかの都道府県でこれに既に着

手しているという状況でございます。 

 鑑定業者が行うサービスの中身でございますけれども、まだ具体的な利用というものは

これからと伺ってございますけれども、１つ、現行の進捗状況といたしましては、一部の

府県――大阪府ですとか静岡県におきましては、この鑑定についても一定のニーズが出て

きていると聞いてございます。 

【赤井委員】  わかりました。今お伺いして大分わかりました。この点は私、非常に重

要だなと思うのは、今国交省さんの中でも資産の世代間移転の議論だとか、もっと構えの

大きな議論としては、国全体としての、特に不動産資産の価値というものをどう劣化させ

ないような形で維持していくのか。これは長寿命住宅とか、そういったところにも絡んで

くるという意味で、それを全体を支える、そもそも住宅というようなものの価値を移転さ

せたり、経済のベースに使っていくための土台をつくるという意味で、このあたりの環境
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整備、とても重要なことだなと思っております。 

 そういう意味では、ここはさらに掘り下げていただくと同時に、今モデル事業でお伺い

したというのは、実際の中古流通市場が国内の場合、海外と比べると非常に弱いというか、

小さいがために実質土地代だけになってしまうと。評価する云々の前の段階でそうなって

しまうという部分があって、ここは少しこれから中長期的に取り組んでいくべき分野だな

と思っております。 

 そういう意味では、モデル事業と伺ったのは、実際の鑑定評価基準の見直しと、実務と

しての流通市場における、当然売買の際の情報開示だとか、インスペクションの枠組みも

あると思うんですが、このあたりが一気通貫になっていくと実質的な意味があるものであ

ると。 

 だから、そこはできるだけつないでいけるような形で、相互に、それこそワンセットで

動いていけることが重要であると思います。モデル事業もそういう観点で進めながらやっ

ていくと、流通市場自体のフィードバックがこの鑑定評価基準のところに持ってこられる

という意味で、方向性として検討していただく必要があるのかなと思っています。 

【前川部会長】  ご意見ですか。 

【赤井委員】  そうです。 

【前川部会長】  ほかに質問とかご意見がありましたら。中川委員。 

【中川委員】  前回出ていないので、もう解決済みのものなのかもしれないんですが、

コメントと質問みたいな感じのことをさせていただきたいんですけれども。おやりになろ

うとしている方向性というのは非常にいいことだと思います。スコープ・オブ・ワークと

か、かなり固かった基準をもう少し現実に対応する形で緩和していくというのは、非常に

現実的で意味のあることだと思います。 

 ただ、ちょっと教えていただきたいのは、５ページの中間報告の中で、一定の条件のも

とでスコープ・オブ・ワークの概念を導入するということで、例えば土壌汚染リスクみた

いなものというのは、何でもかんでも全部調べろみたいな話について、例えば土壌汚染に

ついては調査していないという不完全情報のもとでの価格も一応認めていこうという方向

性で、それは非常にフィージブルな話だと思うんですが、この一定の条件のもとというの

は、本当にそんなの全部書き切れるのかなというのが私の疑問です。 

 ここでその質問をさせていただきたいのは、ＩＶＳでのスコープ・オブ・ワークという

のは、やはりそれはスコープ・オブ・ワークを導入することについて何らかの規範という
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か基準があるのか、それとも、合理的な理由のもとで依頼者と合意しとあるので、要する

に契約当事者というか、当事者同士がある程度合意した場合には非常に柔軟な導入が認め

られているのかというのをご質問させていただきたいと思うんですね。 

 こういう鑑定評価基準を緩めることができるということについて、何かルールとしてこ

ういう場合じゃないと緩められないということを書き切れるんだろうかと。むしろ、例え

ばこれは不完全情報ですよとか、不完全情報のもとでの価格なんですよとか、あるいは何

かわからないけれども、交渉力が違って、そういったことを前提にした価格なんですよと。

そういう今の鑑定評価基準のどこを緩めたということを明示した上でやれば、何でも、当

事者同士が合意したら、別にルールとして決めなくてもいいのではないかと。こういう条

件のもとでやったものだということさえ第三者にも明示することができれば、こんな書き

切れないようなことを延々ばっと頑張って決めていくという作業が要らないんじゃないか

という気がしたので、そういうご質問をさせていただいているということです。 

【前川部会長】  ありがとうございます。一定の条件のもとでということで、不完全情

報下のもとでの価格ということで、どこまでそれを記述するかということと、依頼者間等

の合理的な合意があればいいのかと。あと、これはもちろん第三者にもそれはわかるよう

な形でなければいけないと思うんですが、その辺、事務局のほうから何か説明ありますか。 

【高橋鑑定評価指導室長】  それでは、事務局から補足をさせていただきます。まず、

ＩＶＳにおけるスコープ・オブ・ワークの考え方のご質問がございました。ＩＶＳの一般

基準におきましては、この調査の範囲でございますけれども、評価の目的及び報告する価

値の種類を考慮した適切なものでなければならないとされております。また、ＩＶＳで言

うところの評価の条件については、想定条件、特別想定条件なり、いろいろな言い方があ

るようでございますけれども、合理的な範囲で行うということがＩＶＳでの規定となって

ございまして、全て自由化されているわけではないと伺ってございます。 

 それと、これは海外の事例でございますけれども、このスコープ・オブ・ワークを入れ

る際には、契約当事者、依頼者と鑑定人との間で非常に厳格な契約関係が締結されると。

そもそもこの調査が限定されるということについては、リスクを依頼者側でとっていただ

くといったような前提で、この概念が導入されていると聞いてございます。 

 それから、後段のご指摘がございました、我が国の基準でこういった概念を導入した場

合に合理的な範囲というものを明示できるのかということにつきましては、少なくとも現

行で法令に基づき鑑定評価が義務づけられているような証券化対象不動産の取得時、及び
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譲渡時の評価でございますとか、あるいは企業会計に関連する評価で、資産の重要性が高

い場合の評価でございますとか、あるいは現物出資といった例示もございましたけれども、

そうした評価の場合には当然フルスペックでの対応になっていくであろうと考えられます。 

 しかし、その他のケースで、当事者がプロ同士である場合にはかなり柔軟にしていく余

地はあるのではないかと。その際に前提条件をどこまで書いていくかということにつきま

しては、いろいろと海外の事例なども研究させていただきながら今後詰めていきたいと思

います。また、依頼者がプロでない方、必ずしも不動産に詳しい知識をお持ちでない方に

ついては、特に前提条件などについてはわかりやすく明示していくということが求められ

るということになるかと思います。 

【前川部会長】  合理的という基準は、それは別に明記されているわけではないんです

ね。ＩＶＳの評価で合理的というのは。 

【高橋鑑定評価指導室長】  ＩＶＳにおきましては、随所に合理的でなければならない

旨の要件というものが出てまいりまして、想定条件ですとか、特別想定条件をつける場合

については、評価の目的に沿って合理的かつ適切なものでなければならないといったよう

なことですとか、あるいは手法の適用におきましても、価値の種類ですとか目的に応じて

適切なものでなければならないなどとされているところでございます。ＩＶＳですと、前

提条件についての説明が非常に厳格に求められていると伺ってございます。 

【前川部会長】  では、小林委員。 

【小林委員】  海外の鑑定評価書などを見ますと、このスコープ・オブ・ワークについ

て、特に内容については１ページ、あるいは２、３ページに及ぶ場合もございます。そう

いう意味では非常に丁寧に書いているのが一般的だと思います。アメリカですと、このス

コープ・オブ・ワークは、私の記憶では六、七年前から導入されたというふうに聞いてお

りますが、これを担保するものとしては、アメリカにはＵＳＰＡＰというものがありまし

て、これは鑑定財団で取り決められた鑑定評価の統一基準なんです。これに沿っているこ

とが求められるということで、そういう意味では粗悪品が出ないようなというふうになっ

ているとは聞いております。 

 あと、このスコープ・オブ・ワークの意味なんですけれども、先ほど事務局のほうから

もありましたけれども、ここをきちんとするということは、特にアメリカなどの場合には

訴訟社会でございますので、鑑定士が行うべき、調査すべき項目というのをきちんと決め

るということで、鑑定士のある意味リスク軽減という場合もあるんじゃないかと思います。 
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【前川部会長】  ありがとうございました。 白田委員。 

【白田委員】  ２点ほど質問というか、コメントというか、させていただきたいと思い

ます。１点目は、前回の評価部会のときにもコメントさせていただいたのですが、私は会

計を専門としているものですから、どうしてもこの価格という言葉に抵抗感があります。

ＩＶＳもバリュエーションと言っていまして、バリュエーションという言葉を価格と訳す

のだろうかというのが非常に疑問なのです。 

 もちろん不動産鑑定において売買とか、譲渡ですとか、そういうことを想定して鑑定を

行うという場合には帰着する点というのはあるのだろうと思います。ＩＶＳがＩＦＲＳに

対して売買をする予定のない不動産の再評価を求めるのはおかしいじゃないかとコメント

していますが、つまりこれは鑑定の問題ではなくて会計側の問題かもしれませんけれども、

日本の場合は企業の不動産所有の割合が非常に海外と比べて多くかつ近年ＩＦＲＳ導入の

議論とは別に資産の時価評価が採用される傾向にありますので、その際に鑑定価格を使う

ことがある訳です。実際には路線価を使うケースが大体４０％、鑑定価格を使って時価評

価しているケースが３０％ぐらい、そのほかはよくわからないという感じです。つまり、

わが国では不動産の評価額が企業の財務数値に非常に大きい影響をあたえる訳です。 

 このことから値段、価格ではなく、我々会計学者は価額という言葉を使うんですね。国

交省の条文の中にも価額という言葉がオリジナルにちゃんと使われているにもかかわらず、

こういう審議会におりてくると不動産価格になっているんですね。 

 特に、この特殊価格となりますと、ここに明確に書いてあるように、文化財もそうなん

ですが、経済価値を適正に表示する価格と書いてあるんですが、実際に売買をするわけで

はないものについて価格という概念は、これはどうしても受け入れがたいというか、違和

感が拭い切れないのです。どうしてもこの中の内容をいろいろと見ていると、この辺の表

現が私にはよくわからない点なのですね。この辺の表現については、整理がつかないもの

なのか、このままでいってしまうのか、この辺のところをご検討願いたいのが１点目です。 

 それから、先ほどのスコープ・オブ・ワークのことですが、これも会計の側面からいろ

いろ今議論になっております。実際に先ほど言いましたように売買ですとか、そのような

場合の鑑定評価ではなくて、減損会計などの目的のために企業の所有する不動産を評価す

る場合に、あまりご相談をすることは好ましくありませんよね。もうちょっと価格をこう

してくださいということになりますと、依頼者と鑑定士の間だけではなく、その情報を利

用する、いわゆる利害関係者と言われている者の数は上場企業においては大変な数に及ぶ
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わけで、その人たちの意思決定に重大な影響を及ぼすことになりますから。 

 それによって、例えばＲＯＡの値ががらっと変わってしまうわけですので、どこまでそ

のスコープ・オブ・ワークでご相談して評価額が決められてしまうのだろうかという点が

心配な訳です。そんなにフレキシブルでよろしいのかというところはちょっと議論になっ

ているところですので、その辺のところ、どのように考えが進んでいるのか、教えていた

だければ幸いです。 

【前川部会長】  最初にスコープ・オブ・ワークで、中川委員に、よろしいでしょうか、

今スコープ・オブ・ワークの話が出たので、先ほどのもう少し加えたい点について。 

【中川委員】  別に議論していただく必要はないんですが、お答えを聞いて、私はどち

らかというと、何か鑑定基準でスコープ・オブ・ワークを導入できることを細かく規定し

ていくというのは無理っぽいと思ったんです。いろいろお話を聞いていて、合理的だとか、

それは当たり前の話ですから、そういうことを一応定性的に決めた上で、ただ２ページ、

３ページに渡って決められているというのは、契約の中でそれは決められて、第三者に対

しても開示するとか、そういうルールであって、だから契約当事者というか、当事者同士

でかなり柔軟に導入できるという体制にしておいて、だけれども、それはきっちり契約書

の中では書きますよと。 

 こういう基準の中でがちがちに書いていくということは多分無理だと思うので、そうい

うことなんじゃないかなという印象を私は持ちましたが、ここで別に議論していただく必

要はございません。 

【前川部会長】  わかりました。白田委員のほうから、第三者にスコープ・オブ・ワー

クで依頼者との関係、当事者間の契約でどうにもなるのかと。いわゆる第三者に対する影

響ですね。何枚も書いたときに、それが書いてあるからって、いや、ちゃんと書いてある

じゃないかということで、第三者に対する責任がなくなるのかどうかということはどうな

んでしょうか。今、白田委員の関係ですけれども。 

【高橋鑑定評価指導室長】  ただ今ご指摘いただきました財務諸表に関連する評価につ

きましては、平成２１年１２月に国土交通省から「財務諸表のための価格調査の実施に関

する基本的考え方」というガイドラインを発出させていただいております。その中で資産

の重要性ですとか、あるいは評価する目的に応じまして、原則的時価評価、すなわち鑑定

評価基準にほぼ則った評価をするのか、あるいは、少し簡略化した評価でも良しとするの

かということについては、一定のメルクマールを定めてございます。 
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 今スコープ・オブ・ワークの概念の議論で出てまいりましたようなものについては、概

ね企業会計の評価では、この鑑定評価基準に入っているかどうかは別といたしまして、実

務では適切に対応しているのではないかと考えられます。確かに今ご指摘いただきました

ような利害関係者は多いという評価につきましては、現行のガイドラインでもそこは厳格

な評価をするようにというふうなつくりとなってございます。 

【白田委員】  議論をしなくてもよろしいと思うのですが、ちょっと現実的な話だけし

ますと、５０％以上評価減が発生すると強制的に減価しなければならなくなりますので、

そのぎりぎりの線で鑑定価格が出てきたりしたときには、やはりちょっとご相談して、と

いう話になるのではないでしょうか。情報利用者は、例えばそういうものが開示されても、

評価におけるそのようなやり取りの実態は判らないでしょうし、その開示されたものを信

じるしかない訳です。つまり今までのような取得原価というか、その価格のままですと、

いつ買ったかとか、地番というのをもうちょっと詳細に出してもらえれば、情報利用者側

は現在の評価額を簡単に調べられるのですが、価格を毎年洗いがえされてしまいますと、

元の価格がわからない情報利用者は開示された数値の適正性も判断できませんし、お手上

げになってしまうのです。また、スコープ・オブ・ワークの中でも、利用目的が減損処理

目的であれば、重要性の原則を盾に処理を逃れることができる。何にでも重要性が乏しい

と書けば処理や開示の免除がＯＫということが会計ですので、マテリアリティー、重要性、

その言葉さえ書けばいかようにも処理できてしまうのです。 

 ですから、中川委員がおっしゃったような論点とは多分違う話だと思うのです。依頼者

間とのアグリーメントをきちんとしましょう、それは非常に重要だと思うのです。ただ、

依頼者間できちんと話し合って、しかし結果、じゃ、ちょっと調整しましょうというふう

になりその情報が開示されたとしても、情報利用者側はその真意や調整がされたことは知

る由もないわけで、つまりはお手上げの状態になるので、やはりスタンスをしっかりして

おかないと、監査人の責任だ、会社の責任だ、いや、鑑定士の責任だと、最近いろいろあ

った事件のように、こういうことにはなるであろうと。株主代表訴訟とか、そういうこと

の可能性はあると思います。 

【前川部会長】  プリンシパルとエージェントが誰になるかというのですね。 

【熊倉部会長代理】  今の白田委員のお話は、依頼者と条件をいろいろお話しする中で、

価格についてもお話があるんじゃないかと、そういうご指摘なんだろうなと、今私は受け

とめたんですけれども、一応これは鑑定士を統括してる連合会のほうで、依頼者との関係
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について、価格等についての請託というのは受けてはいけませんと。これは内部規律の問

題だとは思うんですけれども、そこを徹底的にやっていく以外にないと思うんです。あわ

せて、それについては、そういうことのご指摘があったということで受けとめさせていた

だきますが、両面だとは思いますので。あくまでもここで言っている依頼者とのこの契約

で定めるのは、そういうものはないということでご理解いただければと思います。 

【前川部会長】  じゃ、杉本委員。 

【杉本委員】  すみません、もしかしたら今熊倉先生がお答えいただいたことで足りて

いることかもしれませんが、やはりスコープ・オブ・ワークの範囲のことです。鑑定評価

情報を第三者が直接利用する場合と、依頼者だけが利用する場合と、その中間にあるのが

例えば会社ですとか、特に会計監査を受けなければいけないような状況にあるような利害

関係者が多い会社などの場合、その情報の信頼性の担保を会計監査人がやっている場合が

多く、その会計監査などや会計基準の世界では不動産鑑定士の意見というのは非常に重視

されております。ほぼ無条件に受け入れられているというのが実務です。 

 そういう意味では、このスコープ・オブ・ワークがどこまで広がるかというのは、私も

今はっきりとはわかりませんが、仮に会計監査人が証拠資料として採用するという可能性

があるような場面においては、スコープ・オブ・ワークの類型化が望ましいと考えます。

これは、将来的な課題かもしれませんけれども、普通ある条件について、「○」、「×」のよ

うな、そういう形で、素人である会計監査人でもわかる形で将来的に整理していただける

と、わかりやすくなるかなという意見を持っております。以上でございます。 

【前川部会長】  それから、白田委員から出された価格。確かにマーケットで決まるの

が価格であって、各個人が主な価値とか、需要価格とか言う場合もありますけれども、そ

の点、基準ではずっと使っているからバリュエーションの評価とか、そういったのではな

くて、価格で使っているからこのままでいかざるを得ないですか。事務局から白田委員の

質問に対して何かありましたら。 

【高橋鑑定評価指導室長】  不動産の鑑定評価に関する法律におきまして、鑑定評価の

定義でございますけれども、不動産の経済価値を価額に表示をすることとされております。

これを具体的な手法を規定したのが鑑定評価基準でございます。実際にご指摘のように特

殊価格などについては表示の仕方が確かにふさわしくないのではないかというご印象もあ

ろうかと思いますけれども、鑑定評価基準として定めるということからしますと、価格と

いうワードについては使わせていただくのが妥当かなというところでございます。 
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【白田委員】  それは、多分当時の想定されているものが不動産の売買であるとか、実

際にある値段で帰着する、さっきのような取引を想定して不動産鑑定というものが考えら

れていたときのことではないかと思うのですね。 

 今世の中がいろいろ国際会計基準とか、資産の再評価を求めるようになったのでこうい

う審議が必要になっているわけですので、かつての状況でそうであったからそれで済むと

も思えません。価額と価格の使い分けというのでしょうか、この辺は整理して頂きたいと

思います。やはり不動産鑑定や資産の再評価された結果が全て価格というのは。私、ちょ

っと国交省の法律を調べたときに価額という言葉を使っているところがあったと記憶して

いるのですが、不動産鑑定と違いましたでしょうか、記憶違いでしょうか。やっぱりそこ

は何がしか、ちょっと検討をいただければというふうに思います。 

【前川部会長】  事務局のほうから何かありますか。 

【高橋鑑定評価指導室長】  すみません、いただきましたご指摘につきましては、事務

局なりワーキンググループでさらに検討してまいりたいと思います。 

【前川部会長】  それでは、ほかの議題で何かあるでしょうか。 

【井出委員】  今の資料の最後の１７ページの今後の検討に当たってというところなん

ですが、１つ、できれば追加をお願いしたいと思うのは、非常に鑑定の範囲が幅広くなっ

てきますと、鑑定士の資格を持たない国内外の方が行う評価とのバランスというか、役割

分担や競合などが必ず出てくると思います。そこの整理をきちんとしていただかないと、

利用者の依頼の判断が非常に難しくなってくると思いますので、範囲が緩くなる分、広が

る分、きちんとそこの整理をしていただきたいと思います。 

【前川部会長】  その辺は事務局のほうから何か。範囲が広くなった分、ほかの人との

仕分けですね。 

【高橋鑑定評価指導室長】  今ご指摘のように鑑定評価基準の適用範囲が広くなるとい

うことにつきましては、あくまで鑑定評価の中での条件設定ですとか、あるいは価格の種

類の捉え方についての範囲が広がるということでございますので、法律上の鑑定評価の範

囲のうち、鑑定評価基準でカバーする範囲が広がるということでございますので、特段他

の業が行う価格の査定ですとか、そういったものとのこの線引きについては変化がないと

いうふうに考えております。 

【前川部会長】  よろしいですか。ほかに。巻島委員、お願いいたします。 

【巻島委員】  きょう多岐にわたる論点をご提案いただき、私は非常にワーキングチー
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ムの意気込みを感じました。今のお話にもありましたけれども、鑑定士の技量、モラル、

責任によって、いい鑑定評価書ができるかどうかが決まってくるという方向の論点になっ

ています。非常に野心的というか、いいご提案をいただいて、このような方向で煮詰めて

いただくことが適切だと思いました。 

 私どもの団体でも海外の団体と連携して幾つかプロジェクトを動かしている中で、この

国際評価基準の話も出てきます。ちょうど３月１日締め切りで、国際評価基準委員会がデ

ィスカッションペーパーのレベルで意見募集を今しているところです。内容は投資不動産

の評価のあり方についてです。ＥＰＲＡ（欧州上場不動産協会）などの６団体と一緒に、

私どもは連合体をつくっているんですけれども、ヨーロッパの団体であるＥＰＲＡから、

簡単に言ってしまうと投資用不動産については国際評価基準では定義も曖昧だし、評価の

仕方もきちんと定められていない。もっとちゃんとしなきゃいけないのではないかという

ことで、質問書が提出されておりまして、ちょうど議論をしております。 

 ですから、すべてにおいてＩＶＳの方が優れているというわけでもありません。 

 ６団体の中でも、当然だということで意見書を出そうと議論をしています。ＡＲＥＳ（不

動産証券化協会）も、提出者の中に名前を入れろということだったんですけれども、この

鑑定評価部会のこともありますし、我々の団体は名前を入れない、ＮＡＲＥＩＴとか、Ａ

ＰＲＥＡとか、ほかの団体の名前は入りますが、我々は議論には参加するけれども署名は

しないということになっております。 

 きょう提案された論点が煮詰められていくと、おそらくＩＶＳよりももっとちゃんとし

た鑑定評価基準、汎用性の高い、いい評価基準ができていくんじゃないかと、すごく期待

が持てる中間報告になっていると思いました。今後、プリンシプル(原則)とともに、テク

ニカルなやり方についても具体的に示されていくと、海外から見ても信頼性の高い、それ

だけ鑑定士さんが技量を上げていかなければいけないわけですけれども、わかりやすいい

いものになるのではないかと感じました。以上です。 

【前川部会長】  ありがとうございます。中城先生、ありますか。 

【中城委員】  私も巻島委員と同じような印象を持っております。市場代行者と位置づ

けられている不動産鑑定士が昨今のマーケットの多様化、多様なニーズですとか、国際化

だとか、今日ご提示いただいたキーワードに基づいて、いろいろなマーケットをより適切

に反映するように変わっていこう、変容していこうというのは大変意味があることだろう

と思います。 
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 しかし、一方で、きょうご指摘いただいたのは、全て昨今観察される、あるいは近未来

に予想される、言ってみれば顕在化したものだと思います。その限りにおいて最大限の評

価ができると思います。 

 一方で、まだ必ずしも顕在化していないもの、潜在化のものといいますか、言い方を変

えますと、昨今の課題であります持続可能な社会をどう実現していくのかという大きな方

向性、そういうものについて、きょうのペーパーレベルでは書けないんだろうと思います

けれども、どこかの部分でそういうことはお示しいただいたほうがいいのかなと思います。

つまり中古住宅の流通活性化ということについて、ただただ不動産のマーケットのバリュ

ーだけを見ていて評価できるものではなくて、そういうことが必要だというある種の理念

といいますか、大きな方向性というものを評価する人が共有していないとうまくいかない。

マーケットに見えていないものは評価できないというふうな従来よく見られた弊害が再び

繰り返される危険性がある、そんなふうに思っているところであります。 

 そういう意味では、今日も土地・建物、不動産という言葉が出ておりますけれども、一

方で、土地・建物、一体不動産ということもあって、若干そこら辺に変化の萌芽が見える

ように思いますけれども、最近の特に住宅などを見ますと、地域ですとか、環境ですとか、

外構ですとか、あるいはそこに住んでいるコミュニティー、人々の価値の共有部分であり

ますとか、そういうもので価格が形成されるという気がしますので、そういう意味では、

そのあたりも、きょうのペーパーベースではないのかもしれませんが、前提としてどこか

にお示しをいただいたほうがいいのかなという気がいたします。 

 例えば建物の評価の精緻化というのは何カ所も出ていますけれども、例えば修繕履歴が

ないために評価しようと思っても評価できないとか、建物のライフサイクルコストに係る

いろいろなデータというのがかなり不足をしていると思うんです。例えば土地評価のため

には地価公示、地価調査をはじめ相当の国の予算もかけて蓄積もあるんですけれども、建

物の評価の精緻化をしようと思ってもなかなかそれがなくて、それを個々の会社、鑑定業

者なり鑑定士に委ねられても早速には対応しきれないということもあろうと思います。今

後の方向性、課題として、そういうふうな、ここに盛られているようなことを実際に行っ

ていくための実効性を高からしめるための予算措置といいますか、別途フォローも必要か

なと思いました。 

 １点だけ、今日の内容にもっと直接的な関係でいいますと、多様なニーズに対応すると

いうのはいいんですが、文書を見ますと、早く簡便にやろうと、そういうニーズが高まっ
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ていると、そういうところに比較的ウエートがかかっているように見えまして、例えばＲ

ＩＣＳがHomebuyer Serviceというメニューを持っているんですけれども、それは中古の住

宅の現状のマーケットバリューを評価すると同時に、それを適切に直すのにどれぐらいコ

ストがかかるかというコストも評価をするし、そのコストをかけた後、マーケットバリュ

ーが幾らになるかという修繕後の評価もする。異なる評価が３つぐらい入っています。 

 そういうふうに多様なニーズにより積極的に応えようとする評価の主体であったり、顧

客のニーズであったりというものに応える――コンサルティングという表記がどこか１カ

所あったと思いますけれども、そういうふうにより簡便化するということだけではない、

多様なニーズをみずからつくり出していくといいますか、そういうことも触れていただく

といいかなと思います。すみません、ちょっと長くなりました。 

【前川部会長】  理念を入れるべきだと。特に中古住宅のマーケットをどうするかとか

ですね。建物評価に関しては、その評価の環境というものをどうしていくかという、ちょ

っと周辺的なものも基本的なベースとなるもの、あるいは基本的な前提となるようなもの

の整備ということに少し触れたほうがいいのではないかというお話。 

 あと、早く評価するということだけではなくて、ニーズに合ったということ、どれぐら

い適切に中古住宅を直したら、どれぐらいのコストがかかるかとか、そうすればどれぐら

い評価が上がるのかといったコンサルの拡充の話だと思うんですけれども。この改正自身

はコンサルの拡充をしていこうという姿勢ではあると思うんですけれども、そういった意

見だと思います。 

 事務局から中城委員のコメントに対して何か意見がありましたら。 

【高橋鑑定評価指導室長】  中古住宅の評価についてのご指摘はまさにご指摘のとおり

でございまして、ここでご提示申し上げておりますのは、価格を算定するに当たりまして、

個人の依頼者の方に対してより迅速で合理的なコストの範囲で一定の精度を確保していく

という方向づけでございます。当然ご指摘のようにコンサルタントとして対応すべきニー

ズも多々あろうかと思います。 

 また、同じ住宅の評価でありましても、精緻な評価をお求めになるニーズもあろうかと

思いますので、そのあたりは多様なバリエーションを用意していくというのが今回の改正

の趣旨と考えております。 

【赤井委員】  ちょっとよろしいですか。今の中城先生のご意見は非常に重要なポイン

トだと思っています。この不動産鑑定評価部会の議論というのは、今回の資料でもそうで
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すけれども、１ページのところを見ますと、非常に大きな不動産市場の国際化への対応と

か、多様な評価ニーズへの対応、そこから出てきている話なんですが、ともするとかなり

不動産鑑定評価のテクニカルな部分に閉じた部分になってしまって、そもそも論のところ

というのが逆に言うとかすんでしまう部分があります。そういう意味で、今の先生のご議

論というのは非常に重要なポイントを突いていらっしゃるのだろうと思います。 

 そこに立ち戻って考えると、ある程度方向性とか考え方というものが見出せる部分とい

うのがあるんですが、どうも基準の中に埋まってしまうと、一体何のためなのかという議

論がわからなくなってしまう部分がある。実は私も先ほど中古住宅の話に触れたのはそう

いう問題意識の部分でありまして、不動産の中古住宅の流通市場というものを整備しよう

という動きが国交省の中でも努力されて、モデル事業もあるということなんですが、そう

いう議論といかに連動させていくのかということですね。 

 いわゆる流通市場における情報開示の部分と、鑑定の開示項目だとか、スコープ・オブ・

ワークその他も含めてどう結びつけていくのか。これらを一貫したものにしていくこと。

それから、それ以外の分野としても、例えばこの資料の中でいきますと、５ページのとこ

ろ、スコープ・オブ・ワークの概念の導入というところで、未竣工建物を含む不動産、こ

れは今まで捉まえられなかったものをここに入れていこうということなんですが、全体の

大きな構えの話としては、不動産特定共同事業法の改正というのが今日程に上ってきてい

ます。 

 この中で、要するに従来いわゆる不動産投資市場とか、あるいは証券化市場という中で、

信託をかませることによるという既存の枠組みの中で取り込めなかった不動産をＳＰＣ

(特定目的会社)の中に入れていくと。結果的にそれを再生していくとか、リノベーション

していくとかいうところにお金をきちっとつないでいけるような枠組みというのがこれか

ら出てくると。そうなってくると、今回の鑑定評価の議論もそういうことを視野に置いた

上での話にしていかないと、ここだけで閉じた話になるとよろしくないと。 

 もう一つは、今度お金をつなぐという話になりますと、国際的にはバーゼル２.５とか３

という議論が一方で進んでいます。１つの例を挙げれば、これは金融機関が不動産を担保

に融資をする際にどういう情報を得ているかということによって、リスクウエートが異な

ってくる。つまり資金の出しやすさが異なる、コストが変わってくるというのがあって、

１つは特定貸付債権というふうに認められるものについてはリスクウエートが低いんです

ね。そうではないものについては、どちらかというと規制が抑制的に働いて資金があまり
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流れないような方向になってくる。 

 そこでの何を見ていたら特定貸付債権というカテゴリーになるのか。これはメガの場合

はどうで、地方銀行の場合どうかという基準が既にこれは金融庁のほうからＱ＆Ａという

形で出ております。そういうところとの議論もかませていかないとちぐはぐになってしま

うと。ですから、ちょっと外で何が起こっているかということでかなり影響を与える部分

の周辺環境はありまして、そこを丁寧につないでいって実効性のあるものにしていくとい

う頭で、最終的には報告書をまとめていただくということでやっていくと実効性の上がる

ものになってくるかなと思います。 

【前川部会長】  周辺環境をきちっと位置づけて、周辺環境の中で基準をちゃんと位置

づける姿勢が必要だよということですね。 

 それでは、小林委員。 

【小林委員】  先ほどの巻島委員のご意見もそうですし、中城委員のご意見もそうです

し、やっぱり皆さんのご意見を伺っておりますと、我々鑑定士、今回の見直しがどうかと

いう観点で考えますと、これから鑑定士の実力が問われていく、マーケットにさらされて

いくというような印象を受けました。今まで鑑定評価基準というのは最低を決めればいい

ということですので、特にここ数年におきましては、やっぱり簡易的な最低のところを決

めて、要するに報酬だけの競争というのが行われてきていたと思います。 

 そういう意味では、今回のスコープ・オブ・ワークもそうですし、先ほどの中城委員の、

やはり依頼者の多様なニーズに応じたコンサルティング力ということもそうだと思うんで

すけれども、やっぱり鑑定士の提案力とか、あるいは企画力とか、その辺がマーケットの

中で問われてくる。その意味では、我々鑑定士は非常に厳しいんですけれども、一生懸命

勉強しないとこれから伸びていかないということになるのではないかと思うんです。 

【前川部会長】  村木委員。 

【村木委員】  それでは、私は本日のテーマの中で、国際化のところはほとんど議論に

参加しておりませんが、そのほかの部分は大体個別の議論に入ってきましたので、少しど

ういうものだったかというのをお話ししたいと思います。 

 前回のときにもお話ししましたけれども、今回の議論は不動産評価の本質に戻って、今

の鑑定評価基準の足らないところを補うために、時間の概念や、事業性の差などを再考し、

あるいは価格とは何ぞやということを議論してきました。 

 先ほど白田委員のお話にありましたような価格と価値とどう違うのかというような問題
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も含めて議論した上で、最終的に基準における現実的な落ち着きどころを求めているわけ

です。その際に国際基準であるＩＶＳだとかＲＩＣＳの基準も見ながら、矛盾はないかと

か、あるいはそれに沿ってもっといいところを取り入れられないかということを見てきま

した。 

例えば、私は建物の精緻化のところを主に担当していましたが、一体としての建物とい

うのは土地と建物の物理的な価値の和だろうかということを考えた場合に、商業者が建て

た例えば分譲マンションの場合には、土地の価値と建物の価値と、それから開発者が当然

受けるべき開発者の利潤が乗っているわけです。そういうものが、今の原価法では明示的

に認識されていないということを明らかにしまして、原価法の内容を変えていこうという

ことを考えています。 

【前川部会長】  ほかに意見ありますか。 

【中川委員】  すみません、これもご質問なんですけれども、６ページで、正常価格の

概念を整理しましょうと。価格の概念のＩＶＳとの整合性の向上というところで、これは

頭の整理なんで、別にどっちでもいいといえばいいような気がするんですが、ちょっとご

質問です。見直しの内容の中で、どういう場合に見直しをするのか。１点目は、特定価格

なんだけれども、結果的に正常価格と同じなのは正常価格と、これは何となくよくわから

ないんですが、そんな大した話でもないので。 

 ２点目なんですけれども、これは一定の条件のもとで評価の信頼性が確保できると思わ

れるものは正常価格として表示というのは、先ほどのスコープ・オブ・ワークと関連して

いるんだと思いますが、これはそれでいいんでしょうかということなんです。要するに正

常価格というのは、今まではがちがちで３手法をちゃんとやりなさい、それから完全競争

の条件が整っている場合についてだけやりなさい、完全情報ですという、そういうもとで

正常価格というものを名乗ることを許していたわけですね。 

 それに対して、土壌汚染みたいな不完全情報のもとでもスコープ・オブ・ワークを導入

したものについては正常価格を名乗ることを許しましょうというような、そういう方向性

のように私は受けとめるんですけれども、それって何となくそうなのかなと。要するに多

分一定の信頼性の一定の条件のもとか、一定の条件のもとで信頼性というのは、それはや

っぱり違うと思うんです。不完全情報のもとでの価格というのは、やっぱり今まで正常価

格と名乗ってきたものとは相当違うと思うんです。 

 だから、どっちかというと完全競争の条件がないとか、不完全情報だとか、例えば交渉
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力が違うというような、やや完璧な条件から外れたようなものは特定価格ということで整

理をしてきたんだとすると、何を申し上げたいかというと、正常価格の中に完全情報と不

完全情報のものが混在しているという状況は本当にいいんでしょうかというご質問です。 

 特に先程来、中古住宅の鑑定評価という話が出ていますけれども、中古住宅の鑑定評価

ということになったら、全ての情報が得られたような状況で評価をするというのは多分な

いと思うんです。何だかわからないけれども、インスペクションをやっているとか、やっ

ていないとか、あるいはシロアリのやつをやっているとか、そういう情報があるなしとい

う完全情報下ではなくて、ある情報が欠けているような状況で評価をするという場合が非

常に多くなると思うので、それをもっと充実していくんだとすると、不完全情報のもとで

の鑑定評価というものをどこに位置づけるかというのは、ちょっともう少し慎重に考えた

ほうがいいんじゃないかなというご質問です。 

【前川部会長】  私から一言、はっきりここに書かれていないんですけれども、前の平

成１４年の基準の改正のときに、ここの括弧に書いてある現実の――私もそのとき委員で

したので、完全競争なんてあり得ないと。不動産マーケットは基本的には不完全なことを

前提にしなければいけないし、その中で幅で評価するのは当たり前でしょうという議論だ

ったんです。その中で、入れられた文言が、現実の社会経済情勢下で合理的と考えられる

条件を満たす市場という言葉なんです。 

 ですから、ここで何言ってるんだってよくわかりませんけれども、ここで書かれた意味

というのは、合理的な完全競争市場で決まっていると鑑定基準に書いてあるようだけれど

も、おかしいよねというのはいつもあって、不完全が当たり前で、不完全な情報下で決ま

ってるのが当たり前でということで、とにかく今の現状のもとの情報下で決まってくる最

頻値を求めるのが鑑定評価ではないかと。 

 分布がこうあると。完全情報ではなくて、かなり分布があって、不完全なら不完全であ

るほど分布は広がりますけれども、その中で決まってくる最頻値として考えるしかないん

じゃないかという議論がここの言葉の後ろに、わかりにくいですけれども、ここの言葉の

中に入れたという、一応意識ではいたんです。１４年の改正だったと思うんですけれども、

その議論になりました、中川先生の言ったようなですね。こういうような答えでいいんで

しょうか。 

【高橋鑑定評価指導室長】  事務局からもお答えさせていただきます。今ご指摘の正常

価格の定義につきましては、部会長ご指摘のとおり、平成１４年の改正におきまして、ほ
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ぼ現行のＩＶＳのマーケットバリューに即した定義となったわけでございます。その中で

完全情報、不完全情報というご指摘がございましたけれども、正常価格の定義における市

場の条件は仮にスコープ・オブ・ワークを入れたとしても変わらないととらまえておりま

す。 

 すなわち現行の基準において規定されている手順が非常に厳格に過ぎるというところが

ございます。例えば条件の設定の仕方でございますとか、あるいは土壌汚染ですとか、建

物に関する有害物質の調査につきましても、全て不明事項につきましては、価格の影響の

程度というものを原則として鑑定士がとことん調査を尽くして価格に反映しなければなら

ないことを原則とするというつくりとなっていると。そういったところを、少し評価の目

的ですとか、あるいは資産の種類等に即しまして合理化を図っていこうということでござ

います。基本的には、これまでの品質ですとか、鑑定評価の額の精度というものについて

は変わらないということが前提になろうかと思います。 

【井出委員】  お話は非常によくわかりますが土壌汚染の先ほどの説明のところでは、

例えば特定のこういったタイプの建物を建てるんだというふうなことがわかっていて、そ

れが土壌汚染と直接影響のないものであれば、厳しく見る必要はないというご説明があっ

たと思いますが、それと正常価格に書いてある最頻値の話はかなり質が違うと思います。 

 そうしますと、まさにこういう建物であれば必要ないというのは限定的な価格であるわ

けで、中川先生がおっしゃったように、全て広げていろいろ書いてあれば正常価格とみな

すという整理とは違うと思うので、特に法令関係で非常にリスクが高いものに関しては、

きちんと考え方を分けていただくのは、やはり中川先生のおっしゃるとおりだと思います。 

【前川部会長】  そうですね。それについて、何か。それはきちっと。 

【高橋鑑定評価指導室長】  今土壌汚染についてのご指摘がございましたけれども、当

然土壌汚染の端緒があり、価格に影響を与えるというような場合でございましたら、それ

を考慮外とするということはそもそもできないことかと思います。今般の改正案は、およ

そ求められてもいないようなレベルまで鑑定士が個別具体の非常に詳細な調査を行うかと

いうところまでは、もう少し柔軟化していってもよいのではないかという方向でございま

す。きちんとこの調査をすべき場面については、きちんと調査した上で評価をしていくと

いうことは大前提でございます。 

【前川部会長】  ほかに。 

【谷澤委員】  全体的な意見という感じなんですけれども、論点のＩに書いてあるんで
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すけれども、求める価格に幅を持たせた収益還元法のあり方というところがあると思いま

す。ある意味、非常に野心的な記述かなという気はしますが、ただ、一方、現場の感覚か

らすると、やはりある程度幅があるというのは当然でございます。この辺のところの課題

の整理の仕方はかなり難しいと思うんですが、ただ、感覚的にはこの感覚というのは絶対

必要で、そういったところを頭に入れた検討を今後していただきたいなというのが１点。 

 あと、もう一点は、今回の改正を何のためにやるのか。さっき赤井さんからもありまし

たけれども、ストック法の改正ですとか、これからストックビジネスを活性化させて、適

正化させていくというような目的がある程度幾つかあると思いますので、その辺の横の連

携みたいなものを少し考えていかないと、結局改定はしたけれども実務的にはどうなのと

いう議論にまたなってしまうので。 

 例えばですけれども、多様な評価ニーズと書いてあるんですが、補足資料のところにも

ありますように、評価ニーズだけが多様なわけではなくて、中古住宅の取引を考えればい

ろいろなニーズがあるわけです。その辺のバランスを特に考えていかないと、単にニーズ

とサービスをすり合わせたときに、結局いろいろなサービスを提供しなければいけないか

らコストがいっぱいかかってしまうというようなことがあってはいけないので、ストック

ビジネスを活性化させるということであれば、少しコスト的な要素も――さっき簡便な方

法というのがありましたけれども、そことのバランスだと思いますが、そういった観点を

ちょっと入れていかないと、あれもこれもやった結果、住宅流通の世界でどんどん仲介手

数料以外のコストが増えるというのではちょっとまずいかなと思いますので、そういった

観点も実務的には必要かなと思います。 

【前川部会長】  わかりました。これについて何かありますか。 

【熊倉部会長代理】  今、コスト的な側面も十分踏まえた社会の変化というのをニーズ

に考えるべきではないかということだと思います。おっしゃるとおりだと思います。ただ、

一方では、鑑定評価の質のあり方というか、信頼をどうやって……。どうしても一定のか

かる部分、労力というところをいかに合理的に省くというか、合理性を持ってやっていく

ことで期待に応えるかということと、制度そのものについての信頼性をいかに確保するか

というところの両立をこれから目指していかなければいけないんだろうと思いますので、

そういうことをしっかりやれというご指摘だと受けとめます。 

【谷澤委員】  そういうことだと思うのですが、例えば補足説明資料に不動産鑑定評価

のニーズが非常に高いと書いてあるんですが、このアンケートの項目として不動産鑑定評
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価と書くとこういうふうに丸をしちゃうと思うんですが、多分消費者というか、普通の方

が別に鑑定評価書が欲しいわけではなくて、自分の買った家って、あるいは買おうとして

いる家って適正な価格なの、ちょっと教えてよという感覚で、多分これは丸をしていると

思うんですね。 

 ですから、確かに鑑定評価というのはそんなに軽いものではないというのはわかってい

る上で、そういった消費者のニーズというのを少し押さえた上でのあり方というのも、頭

に入れる意味で申し上げました。 

【前川部会長】  収益還元法の幅を持たせろと言ったのは、私も鑑定評価自身にずっと

主張していることで、幅を持たせて評価すべきではないかということなんですけれども、

それは難しいとしても、僕は鑑定をあれしているわけではないんですけれども、少なくと

も実は取引事例比較法で一番幅は出ているんですね。それで試算価格が出ているんだけれ

ども。実は収益価格のときは、もちろん鑑定士の人はやっていると思うんですけれども、

出ていないんです、全く１点に定まっている。 

 だけれども、収益還元法をやるときにマーケットからデータをとって、利回りのデータ

をとったりしてやらなければいけないので、当然そこに幅があるのは当たり前なんですね。

だから、少なくとも試算価格段階では１つでもいいけれども、一応幅で表現するのは当た

り前じゃないかと言っているんですけれども。最低限これはできるはずだし、幅で評価し

ろというのは結構大変かもしれないけれども、何％の信頼域なんだと言えるのかどうかと

いうことはありますので。その辺だと思うんですけれどもね。 

【谷澤委員】  実際、我々は土地を買うときに当然幅で収益還元を考えます。ですから、

この中にどう幅を入れるかという議論は難しいと思いますけれども、ただ、実務的にはそ

れが普通のことだと思います。 

【前川部会長】  もうやっているわけですからね。だから、意見として。リスク分析し

ないＤＣＦは恐いですね。 

【谷澤委員】  そうですね。 

【前川部会長】  ほかに意見ありますか。 

【村木委員】  今のところですけれども、今部会長がおっしゃったように鑑定士は収益

還元法をやるときに必ず幅で見ています。賃料の幅と還元利回りの幅を組み合わせますと

答えの幅が出てくるわけですけれども、そういう分析はやった上で最頻値というか、最も

確からしいところを当てにいくわけです。今回の議論では、試算価格を幅を示すのではな
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く、収益価格を求める過程で、その幅を表現するのはよいのではないかと議論しています。

最終的な答えである価格を幅にしてしまうのは、やはり問題があるのではないかなという

ことでございます。以上です。 

【前川部会長】  ほかにご意見ありますか。もしなければ、この中間報告、私も正直言

いますとやっぱりまだ技術的に問題があるところ、鑑定評価はいっぱいあるんですけれど

も、例えば流動性をどういうふうに表現するか、会計との関係でいけばそういった問題と

か、いろいろな問題が残っているんですけれども、かなりこういった中間報告で改善の方

向に向かっていると思います。 

 この中間報告を承認していただくということでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【前川部会長】  どうもありがとうございました。それでは、大きな異議がないようで

すので、引き続きこの方向で検討を続けるということで承認したいと思います。どうもあ

りがとうございました。 

 それでは、今後の進め方について事務局から説明をお願いいたします。 

【大竹地価調査企画調整官】  資料の３をご覧ください。不動産鑑定評価基準等の見直

しに向けた今後の進め方（案）というものでございます。本日いろいろなご意見をいただ

きまして、どうもありがとうございました。本日の部会で提示されたご意見等を踏まえま

して、引き続き事務局のワーキングチームにおける検討を行い、今回の中間報告をより掘

り下げて具体的なものにしました不動産鑑定評価基準等の見直し内容を次回の部会、平成

２５年春をめどに開催する部会でお諮りしたいと思っております。 

 その後は、見直し内容に基づきまして、具体的な、例えば基準なりガイドラインの改正

案ということになろうかと思いますが、その改正案の作成、パブリックコメント等の所要

の手続を行いまして、不動産鑑定評価基準等の改正を行うこととしたいと思っております。

以上でございます。 

【前川部会長】  これにつきまして、ご質問とかご意見ありますか。よろしいでしょう

か。 

 ありがとうございました。それでは、今後このようなスケジュールのもとで検討を進め

てもらいたいと思います。次回は、事務局のワーキングチーム等で検討した具体的な鑑定

評価基準等の見直し内容をお示しすることになると考えています。日程については事務局

から後日調整させていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 
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 かなり早いんですけれども、本日はこれで終了いたします。皆様、貴重なご意見、どう

もありがとうございました。それでは、ここで事務局にお返ししたいと思います。 

【塚本土地・建設産業局次長】  それでは、いろいろな見地からご意見をいただきまし

て、本当にどうもありがとうございます。いただきました貴重なご意見、いろいろ審査を

させていただきまして、また次回までに鑑定基準の見直し内容ということでお示ししたい

と思っておりますので、また引き続きよろしくご指導のほどお願いいたします。今日は本

当にありがとうございます。 

【大竹地価調査企画調整官】  すみません、最後に事務局からの補足の連絡事項でござ

います。繰り返しになりまして恐縮ですが、旅費請求に必要な確認資料、ご記入をお願い

いたします。この後、皆様のもとへ回収に伺いますのでよろしくお願いいたします。 

 あと、本日の資料のうちハードファイルとピンク色の紙ファイルにつきましては事務局

で保管いたしますので、そのままお席に残しておいていただきますようお願いいたします。 

 それでは、これにて第３０回国土審議会土地政策分科会不動産鑑定評価部会を終了させ

ていただきます。どうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 

 


